
鳥取県基礎情報（Ｈ30.1.1時点）
・人口:564,390人
・可住地面積：912km2

【H29：先－９】 鳥取砂丘コナン空港運営権委託導入検討調査
（実施主体：鳥取県）

【事業分野：空港】 【対象施設：鳥取砂丘コナン空港 】 【事業手法：コンセッション】

調査対象地及び施設の概要

事業発案に至った経緯・目的

調査のポイント

【空港からの距離】
鳥取港 ～1.5ｋｍ
鳥取砂丘～4.0ｋｍ
鳥取駅・県庁等～6.0ｋｍ

鳥取駅

県庁・市役所

鳥取港 鳥取砂丘

全国的に知名度の高い観光地である「鳥取砂
丘」、松葉蟹・岩牡蠣・その他さまざまな食材の
直売店や飲食店が集まる「鳥取港」など、観光
地と近接しており、民間による柔軟な運営手法
を取り込むことで、この地域のポテンシャルを
最大限引き出すことで、「空の駅」の推進を図
っていく。

現在実施している、ターミナル
ビル一体化及び連絡道路の
整備等のプロジェクトの供用を
契機として、その効果を最大
限発現し、空港管理の効率化
、空港の利用促進、空港を拠
点とした賑わいの創出を実現
するためには、従前の管理手
法（県直営）では柔軟な運営実
施には限界があるため、民間
のノウハウを最大限活かした
管理運営手法の導入検討（コ
ンセッション方式等）を進める。

【平成２６年度】
・鳥取空港交流創出調査検討業務
（空港の機能強化による拠点化、関連
施設との連携について検討）

【平成２６年度～２８年度】
・意見交換会
（空港周辺施設の事業者、周辺住民
空の駅を実現する会等）

【平成２８年度】
・空港-鳥取港直結連絡道路の整備開始
・ターミナルビル一体化工事着手
・空港運営方式に関する検討開始

・利用人数が少なく、着陸料等の収益の確保が厳しい地方管理空港について、民間のノウハウを活用することで、コスト縮減に加え、周辺施設を取り込んだ
賑わい創出につながる手法を検討する。

●鳥取港との
ﾂｲﾝﾎﾟｰﾄ化推進

・連携強化による
相乗効果発現

・新たな観光ルート

【マリンピア賀露】
・海鮮市場
・飲食施設
・農畜産品直売所
・カニ水族館
・マリンスポーツ

【周辺観光地】
・鳥取砂丘
・砂の美術館
・浦富海岸（ｼﾞｵﾊﾟｰｸ）
・青山剛昌ふるさと館
・三朝温泉 等

鳥取砂丘
コナン空港

●交流拠点としての
機能強化
・周遊促進策
・二次交通
・情報発信機能

●目的地としての
「空の駅」推進

・コナン装飾、イベント
・アンテナショップ
・物販拠点 等

（１）鳥取県所有施設
（滑走路、駐機場、灯火等空港施設）
・面積 107.3ｈａ、滑走路W=45m×L=2,000m
・国際会館（国際ターミナル機能、イベントスペース）
・駐車場（収容台数667台）
（２）鳥取空港ビル㈱所有施設
・国内線旅客ターミナルビル ・貨物ターミナルビル

【施設の概要】
鳥取砂丘コナン空港は、①旅の目的地（名探偵コナン装飾、イベント）、 ②６次産業やビジネスチャレン
ジの場（アンテナ機能、飲食・物販）、 ③人々の交流拠点（周辺地域との連携）となる「空の駅」として賑
わい創出の核となることを目指している。



今後の進め方

【H29：先－９】 鳥取砂丘コナン空港運営権委託導入検討調査
（実施主体：鳥取県）

調査の流れ 調査内容

鳥取砂丘コナン空港の
現状と課題整理

民間活用の手法整理
・コンセッション
・指定管理者制度
・総合維持管理業務

H30/7時点で
導入可能な手法等の整理
・手法
・事業スキーム
・定量的分析

空港利用促進、賑わい
創出に関する調査検討
・後背圏の現状と課題
・空港と港の連携

今後に向けた検討

県の狙い コンセッション 指定管理者制度
総合維持管理業務

地域活性化 県とともに運営権者は地域活
性化の役割を担う（事業範囲）。

地域活性化を民間の事業範囲
とする事例なし。

空港利用者
利便性向上

空港一体運営による非効率解
消・利便性向上が目的、運営権
者による投資等が見込まれる。

効率運営が主目的、民間にとっ
て利便性向上は経費削減に劣
後する。

空港事業の
収支改善

維持管理費削減、賃料増収等
により空港事業の収支改善。

運営権者は着陸料設定可、エ
アポートセールスの強化にも。

民間の事業範囲が事実行為の
みとなるため、維持管理費削減
等の効果が限定的。
民間による着陸料設定は不可。

留意点 先行事例（公募）では大手企業
が選定。地元参加が課題。

ノウハウ移転が限定的（事実行
為のみ）。

■民間活用手法比較

・留意点解消のため、コンセッション（公募）前に地元参加意識の醸成
が必要。2段階でのコンセッション導入を目指し、第1段階（H30/7）は
試行期間と位置付け、事業期間約5年に設定。
・運営権者には国内線・国際会館の運営者統一（現：国内線/空港ビル、
国際会館/県）、県との連携実績、地元企業の観点で空港ビルを選定。

■地域活性化策の検討

課題 空港・港の連携意識が少ない

空港・港の関係者（運
営権者含む）が参加す
る連携協議体の設置 空港

協議体
港

協議体

連携
協議体

・協議体には、運営権者、行政、地域住民、経済団
体、空港・港関係者が参加。
・地元を巻き込み、地域主導の地域活性化策（連携
策）へ。
・運営権者とともに連携策のPDCAを実施。

現体制

PHASE1
コンセッション（試行）

PHASE2
コンセッション（公募）

PHASE3
H30/7～H36/3 H36/4～～H30/6

航空系事業 ：

非航空系事業 ：

県

空港ビル

空港ビル

空港ビル

民間事業者

民間事業者

■今後のスケジュール

■ コンセッション（試行）における実施事項PHASE2

PHASE2では、PHASE3に向けた試行期間として以下を実施予定。
地元参加
意識醸成

空港ビルが空港事業のノウハウを蓄積し、地域活性化の取組を実施することで、
PHASE3の地元参加のための準備期間とする。

空港・港の
連携策試行

協議体において運営権者とともに各種連携策を試行。PDCAによりPHASE3に向
け空港・港の賑わい創出に資する連携策を立案する。

事業スキー
ム等の検討

PHASE3の県・運営権者の業務分担、交付金対象、民間インセンティブ等の検討。
民間参加意識醸成の取組（マーケットサウンディング、説明会等）を実施する。

・県の狙い3点に最も合致する、コンセッションの導入を検討。

■鳥取砂丘コナン空港の課題整理

・鳥取砂丘コナン空港の課題を①利用状況・需要特性、②事業環境・
市場分析、③管理状況・収支状況、④空港施設・設備特性から整理。

一体的・機動的な経営の実現
利用者層の拡大と空港の更なる活性化

■定量的分析

・民間活用手法比較を踏まえ、第１段階の定量的分
析を実施。

県が自ら実施する場合の県の財政負担見込 額
と、公共施設等運営権を設定し、PFI事業として実
施する場合の県の財政負担見込額を、事業期間
にわたり年度別に算出し、総額で比較。

事業期間中の県の財政負担額
1,700万円程度削減

後背圏の拡大、訪日外国人の取り込み、集客力の向上
効率的な管理運営体制、空港事業の一層の経費削減
一体化工事、ツインポート化に伴う経済効果の最大化

上記に加え、以下の定性効果も期待


